


 

○高圧ガス保安法及び関係政省令等の運用及び解釈について（内規）（20170718 保局第 1号）  新旧対照表 

（改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分は、これに順次対応する改正後欄に掲げる規定の傍線を付した部分のように改める。） 

改  正  後 改  正  前 

高圧ガス保安法及び関係政省令等の運用及び解釈について（内規） 

制定 ２０１７０７１８保局第１号  平成２９年 ７月２５日 

改正 ２０１７１１０２保局第２号  平成２９年１１月１５日 

２０１８０３２３保局第４号  平成３０年 ３月３０日 

２０１８１１０５保局第１号  平成３０年１１月１４日 

２０１８１２１０保局第１号  平成３０年１２月２７日 

２０１８１２２５保局第２号  平成３１年 １月１１日 

２０１９０３０８保局第１号  平成３１年 ３月１５日 

２０１９０３２５保局第１号  平成３１年 ３月２９日 

２０１９０４１８保局第１号  平成３１年 ４月２２日 

２０１９０６０６保局第１号  令和 元年 ６月１４日 

２０１９１０２１保局第１号  令和 元年１１月１２日 

２０１９１２０６保局第１号  令和 元年１２月２０日 

 

 

（２）一般高圧ガス保安規則の運用及び解釈について 

第１１条関係 

第１項第５号ただし書中「貯蔵設備の貯蔵能力」は、第２条関係の「第１項第９号中貯蔵設備の貯蔵能

力について」の解釈と同様であり、当該製造施設の貯蔵設備の貯蔵能力で判断するものである。 

なお、事業所内に容器又は容器以外の貯蔵設備が２以上ある場合において、法第１６条の解釈に基づき

合算した高圧ガスの容積が３００立方メートル以上となる場合には、法第１６条又は第１７条の２の貯蔵

所の適用を受け、結果として第７条の３第２項第４号の基準の適合が必要となるので留意すること。 

高圧ガス保安法及び関係政省令等の運用及び解釈について（内規） 

制定 ２０１７０７１８保局第１号  平成２９年 ７月２５日 

改正 ２０１７１１０２保局第２号  平成２９年１１月１５日 

２０１８０３２３保局第４号  平成３０年 ３月３０日 

２０１８１１０５保局第１号  平成３０年１１月１４日 

２０１８１２１０保局第１号  平成３０年１２月２７日 

２０１８１２２５保局第２号  平成３１年 １月１１日 

２０１９０３０８保局第１号  平成３１年 ３月１５日 

２０１９０３２５保局第１号  平成３１年 ３月２９日 

２０１９０４１８保局第１号  平成３１年 ４月２２日 

２０１９０６０６保局第１号  令和 元年 ６月１４日 

２０１９１０２１保局第１号  令和 元年１１月１２日 

 

 

 

（２）一般高圧ガス保安規則の運用及び解釈について 

第１１条関係 

本条は、第二種製造者のうち１日に製造をするガスの容積が３０立方メートル以上の者における法第１

２条第１項の経済産業省令で定める技術上の基準及び同条第２項の経済産業省令で定める技術上の基準

が、第一種製造者と同様の基準であることを示しているものである。 
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